
くらし相談センターつなぐ 運営規程 

 
 
（事業の目的） 
第１条  合同会社ここから が開設するくらし相談センターつなぐ（以下「事業所」という）が行う指

定居宅介護支援の事業（以下「事業」という）の適正な運営を確保するために人員及び運営管

理に関する事項を定め、事業所の従事者が、要介護状態にある高齢者に対し、指定居宅介護支

援の提供を行うことを目的とする。 
 
 
（運営の方針） 
第２条  事業所の従事者は、要介護者等の心身の特性を踏まえて、日常生活動作の維持、回復を図り、

生活の向上、自立が図れるように支援する。 
２  事業の実施にあたっては、関係市町村、地域の保険・医療・福祉サービスとの密接な連携を図

り、総合的なサービスの提供に努める。 
  ３  障がい福祉サービスを利用してきた利用者が介護保険サービスを利用する場合には、介護支援

専門員と障がい福祉制度の相談支援専門員との密な連携に努める。 
 
 
（事業所の名称） 
第３条  事業所の名称及び所在地は、次のとおりとする。 
 （１） 名 称  くらし相談センターつなぐ 
 （２） 所在地  函館市高盛町１７番１９号 
 
 
（従業員の職種、員数及び職務内容） 
第４条  事業所に勤務する職種、員数及び職務内容は次のとおりとする。 
 （１） 管理者  １名 （常勤、介護支援専門員兼務） 
       管理者は、事業所の管理及び業務の管理を一元的に行うとともに自らも指定居宅介護支援

にあたる。 
 （２） 介護支援専門員  ３名以上 
       介護支援専門員は、指定居宅介護支援の提供にあたる。 
 
 
（営業日及び営業時間） 
第５条  事業所の営業日及び営業時間は次のとおりとする。 
 （１） 営業日  月曜日から金曜日とする。 
        （ただし、国民の祝日、お盆８月１３日～１５日、１２月３０日～翌年１月３日は除く） 
 （２） 営業時間 午前９時００～午後５時００までとする。 
 （３） 緊急時等は電話等により、２４時間連絡可能とする。 
 
 
（指定居宅介護支援の提供方法及び内容） 
第６条  指定居宅介護支援の内容は次のとおりとする。 
 （１） 要介護者等からの相談に応じ、心身の状況に応じた適切な「居宅サービス計画」を作成する。 
 （２） 利用者の相談を受ける場所は通常、事業所の専用相談コーナーとする。 
 （３） 当該「居宅サービス計画」に基づく、指定居宅サービス等が確保されるよう、関係市町村、地



域の保健・医療・福祉サービス事業者と連絡調整、その他の便宜の提供を行う。 
 （４） 居宅サービス計画作成にあたり、利用者の置かれている環境の評価や現に抱えている問題を把

握するため、居宅訪問による面接調査を行う。利用者の意思に基づいた契約である事を確保す

るため、利用者やその家族に対して居宅サービス計画に位置付ける居宅サービス事業所につい

て複数の事業所の紹介求めることが可能であることや当該事業所を居宅サービス計画に位置

付けた理由を求める事が可能である事を説明する。 
（５） 居宅サービス計画の原案の内容について利用者及びその家族に対し説明し、文書により利用者

の同意を得て、居宅サービス計画とする。 

（６） 当該居宅サービス計画に関し利用者の同意を得た上で、サービス事業者等との連絡調整その他

の便宜の提供をする。 

（７） 当該居宅サービス計画を利用者及びサービス事業者に交付する。 

 （８） サービス担当者会議は原則利用者宅で開催し、利用者の状況等に関する情報を担当者と共有す

るとともに、当該居宅サービス計画の原案の内容について、担当者から専門的な見地からの意

見を求める。 
 （９） 居宅サービス計画作成後においても、居宅サービス計画の実施状況等を把握し、サービス計画     

の変更など、利用者等が求めるサービスが適切に提供されるように居宅訪問など（モニタリン

グ訪問）の方法によって支援を行う。モニタリングの結果についてはその都度記録する。 

 
 
（通常の事業の実施地域） 
第７条  通常の事業の実施地域は、函館市（旧 4 町村を除く）、北斗市、七飯町の区域とする。 
 
 
（サービス利用料及び利用者負担額） 
第８条  事業所が提供する事業の利用料は、厚生労働大臣が定める介護報酬の告示上の額とする。ただ

し、当該指定居宅介護支援が法定代理受領サービスであるときは、利用者負担はない。 
  ２  第７条の通常の事業の実施地域を越えて行う指定居宅介護支援事業に要した交通費は、通常の

事業の実施地域を越えた所から片道分１キロメートルあたり１０円を徴収する。 

３  交通費の支払いを受ける場合には、利用者又はその家族に対して事前に文書で説明をした上で、

支払に同意する旨の文書に署名（記名押印）を受ける。 

 
 
（緊急時・事故発生時の対応方法） 
第９条 緊急時・事故発生時の対応方法の内容は次のとおりとする。 
（１） サービス提供中、利用者に事故が発生した場合には、速やかに市町村、利用者の家族等に連絡

するとともに、必要な措置を講ずる。利用者の病状に急変、その他緊急事態が生じたときは速

やかに主治医に連絡する等の措置を講ずる。いずれの場合も必要な措置を講じたのちに管理者

に報告し、その経過を詳細に記録する。 

（２） 事故については、原因を解明するとともに、再発防止にむけた対策を講ずる。 

（３） 事業所の責めに帰すべき事故については、速やかに損害賠償を行う。 
 
 
（相談・苦情対応方法） 
第１０条 当事業所は、自ら提供した居宅介護支援又は居宅サービス計画に位置づけた指定居宅サービス

等に関する利用者の要望、苦情等に対する窓口を設置します。 
２  苦情がよせられた場合は、ただちに訪問するなどして詳しく状況を把握し、関係する職員、サ

ービス事業所からの聞き取りを行う等の対応をします。 
３  苦情等については、事業所として検討し、対応します。 



４  寄せられた苦情の内容および対応の経過等を記録し、事業所従業者の再発防止に役立てるよう

にします。 
 
（ハラスメントの防止） 
第１１条 当事業所は、ハラスメントを防止し健全な勤務体制確保のために、以下の通り対策を徹底する。 

（１） ハラスメントの種類 
    ① セクシャルハラスメント 
      職場内やサービス提供時において行われる性的な言動によって、従業者が不利益を受けるも

の又は当該性的な言動により、従業者の就業及びサービス提供環境が害されるもの。 
    ② パワーハラスメント 
      職場内やサービス提供時において行われるⅰ優越的な関係を背景とした言動であって、ⅱ業

務上必要かつ相当な範囲を超えたものにより、ⅲ従業者の就業及びサービス提供環境が害さ

れるものであり、ⅰからⅲまでの要素を全て満たすもの。 
    ③ カスタマーハラスメント 
      利用者・家族からの著しい迷惑行為。 

（２） 事業所の方針 
 ① 職場における健全な秩序並びに協力関係を保持するため、各従業者がその義務と責任を負い、 

言動には十分に注意すること、また、事業所の指導を徹底して行う。 
    ② 利用者・家族から受けるハラスメントについては、事業所の相談窓口を設置し、丁寧な対応 

を行うことで、後の適切なサービス提供へ繋げる。 
    ③ 体制や取り組みの詳細を従業者・利用者・家族へ周知し啓発を図る。 

（３） 相談窓口 
第１責任者；管理者 
統括責任者；代表社員 

（４） 研修等の実施 
事業所は従業者に対して、①採用時 ②年１回の定期研修を行う。 

（５） 被害発生時の対応について 
責任者は事実関係の確認を行い、被害の事実があった場合には、事業所マニュアルに従い

適切に対応する。 
 
（虐待の防止） 
第１２条 当事業所は、利用者の尊厳保持・人格の尊重が達成されるよう、虐待の発生を未然に防止し、

万一発生した際でも、利用者やその家族への被害を最小限にできるよう、以下の通り対策を徹

底する。 
   （１） 事業所内の体制整備 
    ① 窓   口；管理者 
      総括責任者；代表社員 
    ② 指針・マニュアルの策定 
    ③ 研修の実施、従業者への周知徹底 
      研修は、ⅰ 採用時 ⅱ 年１回 
    ④ 虐待防止対策委員会の設置 
      ⅰ 虐待防止対策委員会の委員長は①の総括責任者とする。必要に応じて、他事業所従業者

や専門家の他、当事業所が必要と認めた者が参加できるものとする。 
      ⅱ 委員会は６ヶ月に１回開催する。 
      ⅲ 委員会では、委員会・組織に関する事項、指針マニュアルの整備、研修内容、相談・報

告についての体制整備、虐待を把握した際の通報に関わる事項について検討・協議する。 
    
 



（２） 虐待が発生した場合の対応 
① 事業所の従業者は、虐待を受けたと思われる利用者等を発見した場合には、速やかに市町村

へ報告するものとする。 
② その他の対応については、マニュアルに沿って各従業者が責任を持って行動する。 

 
（感染症対策について） 
第１３条 当事業所は、感染症が発生または蔓延しないよう以下の通り対策を徹底する。 
   （１） 事業所内の体制整備 
    ① 責任者；代表社員 
    ② 指針・マニュアルの策定 

③ 感染症対策委員会の設置 
      ⅰ 感染症対策委員長は①の責任者とする。また、感染症が発生する時季には随時開催でき

るものとし、必要に応じて、他事業所従業者や専門家の他、当事業所が必要と認めた者

が参加できるものとする。 
      ⅱ 委員会は６ヶ月に１回開催する。 
      ⅲ 委員会では、委員会・組織に関する事項、指針マニュアルの整備、研修・訓練内容につ

いて検討・協議する。 
    ④ 研修・訓練の実施 
      研修訓練はⅰ採用時、ⅱ年１回実施する。 
       
（その他運営についての重要事項） 
第１４条 「事業所」は支援困難ケースなどへの積極的な対応を行うほか、専門性が高く質の高いケアマ

ネジメントを提供するため、以下のとおり業務体制を整備する。 
① 利用者に関する情報やサービス提供にあたっての留意事項に係る伝達を目的とした会議を

定期的（週１回以上）に開催する。 
② 個別具体的な研修の目的、内容、研修期間、実施期間などを定めた研修計画を作成し計画的

に研修を実施する。 
③ 地域包括支援センターからの支援困難ケースを受諾する体制を整備する。 
④ 介護支援専門員実務者研修における科目等に協力できる体制を確保する。 
⑤ 他法人が運営する居宅介護支援事業所等と合同研究会などを実施する。 
⑥ 地域包括支援センター等が実施する事例検討会などへ参加する。 

２  従事者は業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持する。 
３  従事者であった者に、業務上知りえた利用者又はその家族の秘密を保持するため、従事者でな

くなった後においてもこれらの秘密を保持するべき旨を、従事者との契約内容とする。 
  ４  この規程に定める事項のほか、運営に関する重要事項については、合同会社ここからと事業所

の管理者との協議に基づき定めるものとする。 
 
 
附 則 
  この規程は平成３１年 １月 １日から施行する。 

この規程は令和 元年 ５月１３日から施行する。 
この規程は令和 ２年 ３月１６日から施行する。 
この規程は令和 ２年 ６月１５日から施行する。 
この規程は令和 ３年 ４月 １日から施行する。 
この規程は令和 ３年 ４月２０日から施行する。 
この規程は令和 ５年 ９月１８日から施行する。 

 
 


